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要　旨

本調査の目的は，災害対策が進んでいる透析医療施
設を対象とした質的調査に基づき，災害対策における
工夫と災害対策の推進要因を明らかにすることである．
分析の結果，災害対策を先進的に行っている施設では，
対策を前進させるため以下のような工夫を行っていた
ことが示された．「患者対策」については，現実に役
立つ連絡体制の構築，患者のニーズに合わせた事前の
情報周知，実践重視の避難訓練，「職員対策」に関し
ては，職員目線の対策，日常業務の活用，主体性を引
き出すスタッフ教育，「地域の災害支援ネットワー
ク」については，実践的な組織的連携，手段・目的を
明確にした連携，顔の見える関係を築く，であった．
災害対策の推進要因には，災害対策ニーズの自覚，災
害対策意識を持ち続ける，震災対策の機運の高まりが
あることが明らかにされた．

1　緒　言

透析患者は大規模な災害に直面した際，災害による
直接的な健康被害がなくても生命の危機に曝されるこ
とがある．すなわち，透析施設への水や電気の供給が
ストップする，通院手段が損なわれたりするなど社会
的基盤が喪失した場合，透析施設で透析を受けること
ができなくなり，生命の危険に直面する．このような
災害による健康被害を回避したり，最小限にとどめる
ためには，国，地方自治体，透析施設，透析患者がそ
れぞれの立場から災害発生を想定した事前準備を行う

必要がある．
透析患者と透析施設に対する事前準備に関する調査

は，災害対策の取り組みを強化するための方法を具体
的に提示するために必要なものである．透析患者につ
いては，事前準備の実態だけでなくその関連要因も明
らかにされてきている1）．しかし，透析施設について
は，いくつかの対策の実行度が日本透析医学会による
調査で明らかにされてきているものの2），実行度に関
連する要因，さらに対策を具体化させていくための工
夫や過程についてはほとんど解明がすすんでいない．

このような現状の中で，日本透析医会血液透析患者
実態調査検討ワーキンググループでは，以下二つの課
題を設定し，調査を実施した．第一の調査課題は，透
析医会の会員施設を対象とした量的調査（以下『量的
調査』）によって透析施設における災害対策の実行度
を多角的に評価するとともに，その実行度に影響する
要因を明らかにする．第二の調査課題は『量的調査』
で明らかにされた災害対策を先進的に行っている施設
を対象とした質的調査（以下『質的調査』）によって，
災害対策上の工夫と対策の推進要因を明らかにする．

『量的調査』の結果は，日本透析医会雑誌にすでに報
告している3）．

本稿では，第二の調査課題，すなわち，『質的調査』
に基づき，災害対策における工夫と災害対策の推進要
因を明らかにしたので，その概要を報告する．
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2　方　法

2-1　対　象

『量的調査』の結果，「患者に対する対策」「職員に
対する対策」「建物・設備に対する対策」「災害対策の
ネットワークの構築」「一般的な対策」の中で，「患者
対策」と「ネットワーク対策」については実行度が低
い区分であった．『質的調査』では，この 2 区分のい
ずれも実行度が上位（20％ 以内）に位置した計 25 施
設のうち，調査への協力の得られた 20 施設の災害対
策責任者を調査対象とした．

2-2　調査方法

対面もしくはオンラインによるインタビューを実施
した．インタビュー内容は，「患者対策」「職員対策」

「ネットワーク対策」「透析の設備・備品対策」「一般
的な対策」について，それぞれ

①　災害対策の現状
②　災害対策の創意・工夫
③　災害対策の課題
④　災害対策の推進・阻害要因

を聴取した．
1 施設あたりのインタビュー時間は 25～60 分であ

った．インタビュー内容は対象者の承諾を得て録音し
た．調査期間は 2020 年 3～10 月であった．

2-3　分析方法

質的記述的分析を用いた．録音した音声データから
逐語録を作成し，「患者対策」「職員対策」「ネットワ
ーク対策」「透析の設備・備品対策」「一般的な対策」
のそれぞれに対する創意・工夫，推進・阻害要因を分
析の焦点とし，意味のまとまりごとにコードを生成さ
せた．さらにサブカテゴリー，カテゴリーへと抽象度
の高い概念の生成を行った．分析結果については，質
的分析の経験が豊富な研究者によるスーパーバイズを
受けた．

3　結　果

3-1　患者を対象とした災害対策の工夫

表 1 には，災害対策の中心となる「患者対策」「職
員対策」「ネットワーク対策」それぞれにおける工夫，
加えて災害対策の推進要因に関する質的分析の結果を

示した．本文中の《　》はカテゴリー，【　】はサブ
カテゴリ―を示している．以下，「職員対策」「ネット
ワーク対策」「推進要因」についても，カッコは同じ
意味で用いている．

患者を対象とした災害対策の工夫については，《現
実に役立つ連絡体制の構築》《患者ニーズに合わせた
事前周知》《実践重視の避難訓練》の 3 カテゴリーが
生成された．
《現実に役立つ連絡体制の構築》としては，【複数の

通信・連絡手段の確保】がなされており，これまで指
摘されてきた，たとえば災害用伝言ダイヤルやメール，
ソーシャルネットワークサービス（SNS）などに加え
新しい手段としてラジオの FM 放送を利用している
施設があった．さらに，定期的に患者に災害用伝言ダ
イヤルにかけてもらうなど【平常時から情報伝達訓練
の実施】がなされていた．
《患者ニーズに合わせた事前周知》としては，患者

に対して【災害時に透析を受けられる施設のリストア
ップを指導】【個別指導による災害教育を実施】【透析
管理情報の携帯奨励と情報の定期更新】が行われてい
た．《実践重視の避難訓練》としては，実際に歩いて

【透析施設から一次避難場所への経路の確認】や【避
難訓練への患者・家族の参加】が行われていた．

3-2　職員を対象とした災害対策の工夫

《職員目線の対策》《日常業務の活用》《主体性を引
き出すスタッフ教育》の 3 カテゴリーが生成された．
《職員目線の対策》では，【簡便なアクションカード

の作成】【インセンティブによる人員確保】がなされ
ていた．【簡便なアクションカードの作成】にあたっ
ては，役割と人数のみを示すなど簡便化し，動きやす
さを重視していた．【インセンティブによる人員確
保】については，近距離通勤手当の支給等により近隣
に居住するスタッフを確保していた．
《日常業務の活用》には，回路を外して避難し避難

場所で抜針する練習，返血後に回路を切断する訓練を
定期的に実施，緊急離脱の方法を変え透析中のトイレ
中断と同様にするなど【離脱訓練への活用】，業務開
始前に【アクションカードによる訓練を組み込む】活
動を実施するなどの工夫がみられた．加えて，リーダ
ー業務に災害用伝言ダイヤルへの録音を組み込んだり
する【連絡体制整備に生かす】工夫がなされていた．
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《主体性を引き出すスタッフ教育》としては，定期
的にメンバーを入れ替えて【全スタッフが災害担当を
経験する】，全スタッフが集まる研修会を定期開催し，

【スタッフ同士の意見交換を重視】した活動が行われ
ていた．患者を巻き込んでマニュアル等を作成するこ
とでスタッフも行動せざるをえないなど【患者を巻き
込む活動】といった工夫もみられた．

3-3　地域の災害支援ネットワークの工夫

《実践的な組織的連携》《手段，目的を明確にした連
携》《顔の見える関係を築く》の 3 カテゴリーが生成
された．

《実践的な組織的連携》には，【定期的な情報伝達訓
練の実施】【多施設の協働による災害対策訓練】の他，
災害派遣時に戸惑わないよう相互に施設訪問を行い，
他施設の機械の使い方を知っておくなど【透析施設の
相互理解・相互協力に向けた取り組み】が行われてい
た．
《手段，目的を明確にした連携》は，連携を通じて

のみ対策が可能であることを明確にし，そのために事
前準備を行うことであった．具体的には，自治体や公
共機関については【水や電力供給に関する調整】【患
者搬送や要支援者名簿作成に関する連携】，メーカー
については【医療品メーカーとの連携】が行われてい

表 1　災害対策上の工夫と災害対策の推進要因

《カテゴリー》 【サブカテゴリー】

患者を対象とした災害
対策の工夫

現実に役立つ連絡体制の構築 複数の通信・連絡手段の確保
平常時から情報伝達訓練の実施

患者ニーズに合わせた事前周知 災害時に透析を受けられる施設のリストアップを指導
個別指導による災害教育を実施
透析管理情報の携帯奨励と情報の定期更新

実践重視の避難訓練 透析施設から一次避難場所への経路の確認
避難訓練への患者・家族の参加

職員を対象とした災害
対策の工夫

職員目線の対策 簡便なアクションカードの作成
インセンティブによる人員確保

日常業務の活用 アクションカードによる訓練を組み込む
離脱訓練への活用
連絡体制整備に生かす

主体性を引き出すスタッフ教育 全スタッフが災害担当を経験する
スタッフ同士の意見交換を重視
患者を巻き込む活動

地域の災害支援ネット
ワークの工夫

実践的な組織的連携 定期的な情報伝達訓練の実施
多施設の協働による災害対策訓練
透析施設間の相互理解・相互協力に向けた取り組み
各種ツールを活用したネットワーク内での情報伝達手段の構築

手段，目的を明確にした連携 水や電力供給に関する調整
患者搬送や要支援者名簿作成に関する連携
医療品メーカーとの連携
マスメディアの活用

顔の見える関係を築く 行政担当者の理解を促す
近隣の透析施設との日頃からの連携・交流
日ごろからの個人的なネットワークづくり
エリア内の小グループでの協力体制

災害対策の推進要因 災害対策ニーズの自覚 被災経験に基づく課題の洗い出し
患者の高齢化に直面

災害対策意識を持ち続ける スタッフを対象とした災害経験の話し合いや学習機会の定期開催
患者に対する繰り返しの教育
キーパーソンの存在

震災対策の機運の高まり 震災体験に基づく危機感
行政の主導的な役割
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た．目新しいこととしては，災害時に透析関連情報の
広報手段としてテレビや FM ラジオ，有線放送など
を活用できるよう【マスメディアの活用】があげられ
た．
《顔の見える関係を築く》は，組織的な連携を有効

に機能させるための必要な条件として位置づけられ，
そのためにいくつかの工夫がみられた．【行政担当者
の理解を促す】ため，ネットワーク会議に行政関係者
に参加してもらい，透析医療について丁寧に説明して
いた．普段から近隣施設との関係を重視し，定期的な
講演会や情報共有・ディスカッションの機会を通じ顔
見知りになるなど【近隣の透析施設との日頃からの連
携・交流】を行っていた．加えて【日ごろからの個人
的なネットワークづくり】の重要性が示された．すな
わち，個人的なネットワークが広域避難のための協力
施設を複数確保したり，近隣の食料品店に災害時の食
料供給について相談し協力をとりつけたなどの災害準
備に役立っていた．さらに，エリア内を数ブロックに
分け，取りまとめ役としてブロック長を置くなど【エ
リア内の小グループでの協力体制】により，参加者の
関係性が密になるような組織運営上の工夫がなされて
いた．

3-4　災害対策の推進要因

災害対策，災害支援ネットワークの推進要因として
生成されたのは，《災害対策ニーズの自覚》《災害対策
意識を持ち続ける》《災害対策の機運の高まり》の 3

カテゴリーであった．
《災害対策ニーズの自覚》とは，連絡方法の混乱を

経験する，実施した離脱方法が統一されていないなど
【被災経験に基づく課題の洗い出し】だけでなく，透
析患者と家族の高齢化・独居の高齢透析者の増加など

【患者の高齢化に直面】することによるニーズの自覚
があり，このことが震災対策推進への動機づけにつな
がっていた．
《災害対策意識を持ち続ける》とは，普段意識して

いないことは災害時にもできないという理念のもと，
【スタッフを対象とした災害経験の話し合いや学習機
会の定期開催】や【患者に対する繰り返しの教育】な
ど意識喚起を定期的に行うことであった．加えて，施
設のトップが災害対策を重視する姿勢を示すとともに
組織内でリーダーシップをとる人間がいるなど災害

【対策のキーパーソンの存在】も大きな役割を果たし
ていた．
《震災対策の機運の高まり》とは，災害時の支援ネ

ットワークを立ち上げたのは，【震災体験に基づく危
機感】が大きいということであった．同時に【行政の
主導的な役割】では，行政が推進役となり，地域災害
医療コーディネーターの設置などで災害対策のネット
ワーク構築に大きく貢献していた．

4　考察・まとめ

透析施設の災害対策の実行度については，『量的調
査』によって「ネットワーク対策」と「患者対策」が
低いレベルにあることが明らかにされた．しかし，実
行度が低い分野の底上げをいかに図っていくかについ
ては，その方法が明確ではない．『質的調査』はこの
課題を明らかにするために取り組んだ．

地域の災害支援ネットワークについては，『質的調
査』の分析の結果，《実践的な組織的連携》《手段・目
的を明確にした連携》《顔の見える関係を築く》とい
った工夫がなされていることが判明した．Ramsbot-

tom 等は4），災害に強い地域づくりに必要な条件を
「背景」「基盤」「過程」という 3 側面から明らかにし
ている．具体的には，文献レビューをもとに，それぞ
れの側面に求められることとして，「背景」について
は既存の組織の信頼関係，「基盤」については地域の
災害対策の能力やニーズの現状評価，「過程」につい
ては，組織同士のニーズの相互理解を促し，一方通行
の情報伝達にならないこと，を指摘している．

本研究では，Ramsbottom らが指摘したことが施設
において実践され，ネットワーク形成に貢献している
ことが示唆されている．すなわち，「背景」で重要と
された信頼関係の構築については《顔の見える関係を
築く》，「基盤」として重要とされた個々の施設の能力
やニーズを評価することについては《手段・目的を明
確にした連携》が行われていた．「過程」に該当する
相互理解については，《実践的な組織的連携》が関係
しており，施設間の相互訪問などで連携先の透析方法
を具体的・体験的に理解できるような活動が行われて
いた．
「患者対策」については，透析患者を対象とした調

査において災害に対する準備が十分でないことが明ら
かにされている1）．さらに『量的調査』においても透
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析施設での取り組みが遅れている分野であることから，
その改善が特に必要な分野である．

では「患者対策」を先進的に行っている施設におい
ては，どのような工夫を行っているのであろうか．

『質的調査』の分析では，《現実に役立つ連絡体制の構
築》と《実践重視の避難訓練》が行われていた．この
結果から，患者が実践的に役立つことを体験できる取
り組みが重要であることが示唆されている．加えて，

《患者のニーズに合わせた事前周知》にみられるよう
に，一方的に患者に情報を提供するのではなく，患者
が主体的に災害対策に参加している意識がもてるよう
患者ニーズを反映させた取り組みも重要であることが
示唆されている．
「職員対策」についても，《職員目線の対策》《主体

性を引き出すスタッフ教育》というように，「患者対
策」と共通して職員が災害対策に主体的に取り組んで
いるという意識が醸成されるような活動が重要である
ことが示唆されている．加えて，「職員対策」では

《日常業務の活用》という視点も重要である．繁忙な
日常業務の中では，別途時間をとって災害対策を実施
することが困難なことも多い．そのため，日常の業務
の支障にならないよう日常業務を最大限活用して緊急
時に必要な処置を習得することも必要な工夫といえよ
う．
『質的調査』の分析では，災害対策の推進要因とし

て，《災害対策意識を持ち続ける》と《震災対策の機
運の高まり》が生成された．この 2 要因は，水島らの
研究5）で指摘されている，施設における災害対策の課
題に対応している．すなわち，水島らは，課題として

「職員の災害意識が乏しいこと」，さらにその背景とし
て大きな災害を経験した人が少ない点を指摘している．
では，職員の災害意識を喚起し，継続させるにはどの
ようにしたらよいのであろうか．
『量的調査』の分析結果では，災害対策の責任者の

災害対策に対する「自己効力感」が施設の災害対策の

推進に貢献していることが明らかにされている3）．す
なわち，職員の災害意識を喚起，継続させる方法とし
て，施設内での災害対策のキーパーソンの意欲がいか
に重要であるかが示唆されている．加えて，『質的調
査』では《災害対策ニーズの自覚》も推進要因として
重要であることが判明した．この結果は，災害対策の
必要性をただ強調するだけでは災害意識を継続させる
ことが困難であることを示している．すなわち，施設
内の設備や運営方法，患者の特性の変化をレビューし，
災害が発生した際にどのようなことが課題となるのか
を組織的に具体的に検討していくことが重要である．
このような方法を採用することで，職員に対して災害
対策の必要性の自覚を促し，災害対策への意識も喚
起・継続させることができることを示唆している．

本調査は日本透析医会血液透析患者実態調査検討ワ
ーキンググループの調査の一環として行われた．本調
査の結果については原著論文として投稿予定のため，
概要を報告書の形式で執筆した．本調査に関しては，
調査を担当した者全員に利益相反はない．
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